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(1)民間委託の推進
（指定管理者制度の
活用を含む）

3 3 25,000 11,448 3 3 25,000 7,861 3 3 25,000 2,758 3 3 25,000 -19,729 3 3 25,000 -13,222 125,000 -10,884

(2)地方公営企業の経
営健全化

1 1 35,000 27,437 1 1 32,000 21,845 2 2 28,000 11,820 2 1 24,000 5,600 2 1 20,000 -11,302 139,000 55,400

(3)地域協働の推進 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

(1)組織機構の見直し 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - 1 1 - - - -

(2)事務事業の見直し 1 1 - - 3 3 5,200 5,363 3 3 2,700 3,528 2 2 1,400 -4,349 2 2 1,400 -2,482 10,700 2,060

(1)定員管理の適正化 1 1 0 0 1 1 25,000 32,119 1 1 9,200 55,111 1 1 31,000 54,956 1 1 37,000 27,208 102,200 169,394

(2)給与の適正化 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

2 2 - - 2 2 - - 2 2 - - 2 2 - - 2 2 - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

4 4 46,000 46,013 6 6 46,000 46,013 6 5 46,000 44,486 6 5 46,000 44,486 6 5 46,000 49,789 230,000 230,787

(1)経費節減合理化等
財政の健全化

10 9 5,296 25,687 11 10 69,875 93,537 11 8 77,558 625,857 11 8 268,284 1,308,109 11 9 558,872 1,226,239 979,885 3,279,429

(2)補助金等の整理合
理化

1 1 - - 1 1 - - 1 0 - - 1 0 - - 1 0 - - - -

(3)公共工事 2 2 3,000 6,440 2 2 2,600 8,051 2 2 2,600 8,223 2 2 2,600 8,854 2 2 2,600 6,900 13,400 38,468

- - - - 1 1 5,400 5,908 1 1 11,000 9,426 1 1 11,000 13,725 1 1 11,000 8,714 38,400 37,773

26 25 114,296 117,025 32 31 211,075 220,697 33 28 202,058 761,209 32 26 409,284 1,411,652 32 27 701,872 1,291,844 1,638,585 3,802,427

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

※効果額…原則として平成23年度決算額と比較したものです。
ただし、決算額の比較で効果額の算出が困難なものは、下記の金額を効果額としています。
・情報システムの共同利用…旧システム経費との比較
・広域ごみ処理施設の建設…田原本町が単独でごみ処理施設を建設した場合の経費との比較
・定員管理の適正化…一人当たり平均給与年額×（平成23年度の職員数－当該年度の職員数）
・本庁舎及び各施設の維持管理事業…（直管蛍光灯消費電力量―ＬＥＤランプ消費電力量）×本数×使用時間×１時間当たりの平均電気料金
・町税収納率の向上…決算額×（１－平成23年度収納率÷当該年度の収納率）

本計画では、各年度の取り組み内容と取り組みによる財政効果の目標額を設定しています。5年間で財政効果目標額は16億3,858万5千円と設定していました。
計画の達成につきましては、一部未達の項目はあるものの、概ね計画どおり取り組みに着手でき、財政効果の目標額につきましては、定員管理の適正化、電子自治体の推進、経費削減合
理化等財政の健全化、公共工事において目標額を上回りましたが、他の項目では目標額を下回り、実績額は全体で38億721万6千円の効果となりました。

第4次行政改革大綱実施計画による各事業の取り組み状況について

計

計

平成28年度

8.地方議会

2.行政ニーズへ
の迅速かつ的確
な対応

3.定員管理及び
給与の適正化等

4.人材育成の推進

5.公正の確保と透明性の向上

6.電子自治体の推進

7.自主性・自立
性の高い財政運
営の確保

1.地方公共団体
における行政の
担うべき役割の
重点化


